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Ａ．研究目的 

ワクチンの費用効果分析では、医療費、疾病

負担、健康関連QOL等に加えて、疾病罹患、

ワクチン接種、接種後有害事象、介護・看護等

に伴う労働時間の損失や生産性低下をどのよ

うに評価するかが、分析結果の解釈に影響す

る。特に社会の立場を採用する場合、患者本

人の欠勤だけでなく、保護者・家族等の介護

者に生じる労働損失やインフォーマルケアの

評価が重要となる。 

ワクチンの費用効果分析において、生産性損失およびインフォーマルケアの取り扱いは、社会

の立場からの費用推計や費用対効果の解釈に影響を及ぼす重要な要素である。本研究では、

9 価ヒトパピローマウイルス（HPV）ワクチン、百日せきワクチン、おたふくかぜワクチン、ポリオワ

クチン、ロタウイルスワクチン、帯状疱疹ワクチンを主対象とし、検索式に含まれた水痘ワクチン

関連文献も集計上区分して、2016 年 1 月 1 日以降に公表された費用効果分析・費用効用分

析をレビューした。MEDLINE および医中誌 Web を用いた検索により 149 件を同定し、タイトル・

アブストラクトレビュー、本文スクリーニング、詳細情報の確認を経て、生産性損失またはインフ

ォーマルケアの算出に必要な情報が報告されていた 26 件を採用した。採用研究のうち 25 件

は生産性損失を、1 件はインフォーマルケアを考慮していたが、後者も介護者が子どもの介護

に費やした日数に賃金を乗じる方法であり、費用の内容は生産性損失と近似していた。対象者

は本人のみ 8件、介護者のみ 12 件、本人と介護者の双方 6 件であった。損失時間としては疾

病罹患による欠勤が 23 件で最も多く、金銭換算方法は機会費用法が 24 件と大半を占めた。

一方、対象年齢、介護者の想定、就業率の考慮、賃金単価の種類、時間単価への換算方法に

は研究間でばらつきが認められた。今後、ワクチンの費用効果分析においては、誰の損失を、

どの期間、どのデータソースと単価により評価するかについて、より具体的な指針を整備する必

要がある。 
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一方、生産性損失やインフォーマルケアの範

囲、損失時間の測定方法、賃金単価の設定、

就業率の扱い、介護者属性の仮定等につい

ては、研究間で取り扱いが異なる可能性があ

る。わが国でワクチンの費用効果分析を行う際

にも、これらの取り扱いに関する整理と、指針

化すべき論点の明確化が必要である。 

本研究の目的は、ワクチンの費用効果分析

に関する先行研究を対象に、生産性損失およ

びインフォーマルケアの算出方法を整理し、対

象者、考慮期間、損失時間の定義、調査方

法・データソース、金銭換算方法、賃金単価の

設定方法等を比較検討することである。これに

より、今後のワクチン費用効果分析において統

一的な指針が必要となる論点を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

対象は、既往レビューで対象とされた 9 価

HPV ワクチン、百日せきワクチン、おたふくか

ぜワクチン、ポリオワクチン、ロタウイルスワクチ

ン、および帯状疱疹ワクチンとした。検索式で

は水痘ワクチン関連語も含まれており、抽出結

果では水痘ワクチン研究を別区分として整理

した。参考とする先行研究は 2016 年 1 月 1

日以降に公表された研究とした。 

生産性損失は、患者または介護者の欠勤、就

業中の生産性低下、無償労働や余暇活動を

含む日常生活上の活動性低下、死亡または

後遺症に伴う損失等を含み得るものとして整

理した。インフォーマルケアは、非専門職であ

る介護者・支援者による介護・支援を指すもの

とし、各先行研究における定義に基づいて情

報を抽出した。 

MEDLINE および医中誌 Web を対象に、

2026 年 2 月 10 日にデータベース検索を実施

した。検索語は、介入（対象ワクチン）と研究デ

ザイン（費用効果分析、費用効用分析、経済

評価等）を中心に構成し、社会の立場、生産

性、労働損失、インフォーマルケア、介護者、

間接費用等に関連する語を組み合わせた。デ

ータベースの仕様に応じて MeSH タグまたは

医中誌シソーラスを用いた。 

組み入れ基準は、対象ワクチンに関する費

用効果分析または費用効用分析であり、英語

または日本語の原著論文であることとした。除

外基準は、生産性損失またはインフォーマル

ケアが考慮されていない分析、抄録、エディト

リアル、レビュー、対象ワクチンまたは研究デ

ザインが不適な文献等とした。さらに、金銭換

算方法、生産性損失またはインフォーマルケ

アの計算に用いる費用単価の種類、費用単価

の引用データソースに関する情報がない場合

は、アウトカム不適として除外した。 

情報収集は PRISMA声明の考え方に準じて

実施した。タイトル・アブストラクトレビューおよ

び本文スクリーニングは 2名のレビュアーがあ

らかじめ定めた評価基準に基づき実施し、判

定に乖離があった場合は協議により最終判定

した。原著論文からのデータ抽出は、事前に

作成したデータ抽出フォーマットに基づき、1

名が抽出し、もう 1名が確認する体制で実施し

た。 
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抽出項目は、書誌情報、分析国、分析対象・

比較対照、分析対象集団、分析モデル、分析

の立場、割引率、分析で考慮されているイベ

ント、分析結果、生産性損失・インフォーマル

ケアの種類と対象者、対象者の詳細、考慮期

間、損失時間の定義、調査方法・質問票、金

銭換算方法、費用単価の種類、費用単価の引

用データソース等とした。 

抽出した情報をアウトカム項目ごとに集計し、

算出方法の全体傾向と研究間差を整理した。

特に、対象者、考慮期間、損失時間の定義、

損失時間のデータソース、金銭換算方法、賃

金の種類、就業率の考慮、費用単価の種類お

よび時間単価への換算方法に着目した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は公表済み文献および公表情報を対

象とした文献レビューであり、個人を識別

し得る情報は取り扱わなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 文献選定結果 

検索により計 149 件（MEDLINE 146 件、医中

誌 Web 3 件）が同定された。タイトル・アブスト

ラクトレビューでは 84 件を除外し、65件を本文

確認対象とした。本文スクリーニングの第 1 段

階では 6 件を除外し、59 件を第 2段階の詳細

確認対象とした。第 2 段階では、生産性損失

またはインフォーマルケアの算出に必要な詳

細情報が不足するなどの理由で 33 件を除外

し、最終的に 26 件の CEA 研究を採用した。

（表１） 

 

2. 採用研究の概要 

採用された 26 件のうち、ワクチン別ではロタウ

イルスワクチンが 9 件、帯状疱疹ワクチンが 8

件と多く、おたふくかぜワクチンが 3 件、百日

せきワクチンおよび水痘ワクチンが各2件、9価

HPV ワクチンが 1 件、複数のワクチンを同時に

評価した研究が 1 件であった。ポリオワクチン

単独の採用研究は特定されなかった。分析国

では日本が 8件で最も多く、次いで米国 4 件、

タイ 3件、ノルウェー2 件であった。（表２） 

 

3. 生産性損失・インフォーマルケアの種類

と対象者、考慮期間 

26 件中 25 件は生産性損失を考慮してお

り、インフォーマルケアを考慮していたの

は 1 件のみであった[18]。ただし、インフォ

ーマルケアを考慮した研究でも、介護者が

子どもの介護に費やした日数に賃金を乗じ

て費用を算出しており、費用の性質は生産

性損失と同様であった。 

対象者は、本人のみ 8 件、介護者のみ 12

件、本人と介護者の双方 6 件であった。帯

状疱疹ワクチンは主に 50 歳以上の成人を

対象とするため、8 件中 7 件で本人の生産

性損失のみを考慮していた。一方、小児を対

象とするワクチンでは、保護者・家族等の介

護者の欠勤または介護時間を評価する研究

が多かった。 

本人の生産性損失は、分析期間中または労

働参加が想定される年齢範囲に限定して評
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価されていた。例として、69 歳以下[1,22]、

64 歳以下[2]、80 歳未満[5]等の設定があっ

た。介護者の生産性損失・インフォーマルケ

アは、患者が小児である期間に限定する研

究が多かったが、20 歳未満[24]、17 歳以下

[2]、14 歳以下[5,19]、1～5 歳[23]など、年

齢範囲にばらつきがみられた。（表３） 

 

4. 損失時間の定義、調査方法・データソー

ス 

損失時間の定義としては、疾病罹患による

欠勤が 23 件（88%）で最も多かった。その

他、ワクチン接種による欠勤が 7 件（27%）、

ワクチン接種の有害事象による欠勤が 3 件

（12%）、死亡損失が 2 件（8%）、プレゼン

ティーイズムが 2 件（8%）で考慮されてい

た。 

疾病罹患による欠勤は、入院日数や外来受

診頻度を欠勤期間として代替する研究が多

く、データソースとしてレセプトデータ、疫

学研究、入院・外来患者データ、仮定値が用

いられていた。一方、調査票により損失時間

を把握した研究もあり、帯状疱疹領域では

Work Productivity Questionnaire（WPQ）

等を用いた文献値が引用されていた[6,12]。

ワクチン接種による欠勤は、1 日（8 時間）

または半日（4 時間）等の仮定に基づく研究

が多かった。（表４） 

 

4. 金銭換算方法、賃金の種類、費用単価 

すべての採用研究において、損失時間に賃

金等の単価を乗じるロジックが用いられて

いた。金銭換算方法は、機会費用法が 24 件

と大半を占め、摩擦費用法が 1 件、代替費

用法が 1 件であった。摩擦費用法を用いた

研究では、摩擦期間のデータがないため、入

院日数や外来受診頻度から休業期間を概算

していた[22]。代替費用法を用いた研究で

は、医療従事者の年間給与から時間当たり

賃金を算出していた[9]。 

賃金の種類は、全就業者の賃金を用いた研

究が 22 件で最も多く、このうち就業率を考

慮していた研究は 8 件であった。その他、

GNI/GNP に基づく賃金を用いた研究が 3

件、医療従事者の賃金を用いた研究が 1 件

であった。費用単価の種類は、賃金全体の単

価（GNI/GNP を含む）が 16 件、年齢別単

価が 8 件、性別単価が 2 件、性年齢別単価

が 1 件であった。賃金の時間単価は、時間

給 16 件、日給 9 件、月給 1 件であった。

（表５） 

 

Ｄ．考察 

本研究では、ワクチンの費用効果分析にお

ける生産性損失およびインフォーマルケアの

算出方法について、26 件の先行研究を対象

に比較検討した。その結果、対象者や考慮期

間の設定は、ワクチンの種類、接種対象年齢、

分析対象集団、分析期間に強く依存していた。

成人を主対象とする帯状疱疹ワクチンでは本

人の生産性損失が中心であった一方、小児ワ

クチンでは介護者の欠勤または介護時間を評



 16 

価する研究が多かった。 

第 1 の論点は、誰の損失をどの期間評価する

かである。患者本人の生産性損失については、

労働参加が想定される年齢範囲をどのように

設定するかが重要である。また、介護者の損

失については、患者が何歳まで介護者の付き

添いを必要とするか、乳児期の育児休業期間

を除外するか、家族の範囲をどこまで想定する

かなど、研究間で設定が異なっていた。これら

は推計値に影響し得るため、標準的な設定と

感度分析の範囲をあらかじめ定めることが望ま

しい。 

第 2 の論点は、損失時間の定義とデータソー

スである。疾病罹患による欠勤は多くの研究で

考慮されていたが、入院日数や外来受診頻度

を欠勤期間の代替指標として用いる研究が多

く、実際の欠勤時間または介護時間を直接測

定した研究は限られていた。ワクチン接種に伴

う欠勤は、半日または 1 日等の仮定に依存す

ることが多く、接種体制や同時接種の有無によ

って値が変わり得る。プレゼンティーイズムは

帯状疱疹領域の一部研究に限られており、他

のワクチン・疾患領域での把握は限定的であ

った。 

第 3 の論点は、金銭換算方法と費用単価であ

る。採用研究の大半は機会費用法を用いてい

たが、賃金単価として全就業者の平均賃金、

年齢別賃金、性別賃金、性年齢別賃金、

GNI/GNP、医療従事者賃金等が用いられて

いた。就業率を考慮するか否かによって、非就

業者の時間をどのように評価するかという価値

判断が反映される。介護者については、母親、

女性、親世代、特定年齢層、全就業者など複

数の想定がみられ、どの属性を標準とするか

により推計結果が変化する可能性がある。 

以上を踏まえると、ワクチンの費用効果分析に

おける生産性損失・インフォーマルケアの指針

では、①分析の立場に応じた含める費用範囲、

②患者本人・介護者の対象範囲、③本人の労

働参加年齢および介護者損失の対象年齢、

④疾病罹患、接種、有害事象、死亡、プレゼ

ンティーイズム等の損失時間の定義、⑤損失

時間のデータソースの優先順位、⑥機会費用

法・代替費用法・摩擦費用法の適用条件、⑦

賃金単価、就業率、性・年齢属性の設定、⑧

主要仮定に関する感度分析、を明示する必要

がある。 

本研究の限界として、対象データベースは

MEDLINE および医中誌 Web に限定され、英

語・日本語の原著論文のみを対象としたこと、

対象期間を 2016 年 1 月 1 日以降に限定した

こと、生産性損失またはインフォーマルケアの

詳細な算出情報が報告されていない研究を除

外したことが挙げられる。また、各国の費用効

果分析ガイドライン、労働市場、医療制度、育

児休業制度等の違いにより、単価設定や就業

率の取り扱いは国ごとに異なる。したがって、

日本での指針化にあたっては、国内統計の利

用可能性、分析の立場、ワクチン接種体制、

介護者の実態を踏まえた追加検討が必要であ

る。 
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Ｅ．結論 

ワクチンの費用効果分析における生産性損

失・インフォーマルケアの算出では、損失時間

に賃金等の単価を乗じる方法が広く用いられ

ており、特に機会費用法が大半を占めていた。

しかし、対象者、考慮期間、損失時間の定義、

データソース、賃金単価、就業率、介護者属

性の仮定には研究間でばらつきがみられた。

今後の分析では、分析の立場に応じた費用範

囲を明確にし、患者本人と介護者の損失をど

の条件で含めるかを標準化するとともに、主要

仮定に対する感度分析を実施することが重要

である。 

本整理は、ワクチン費用効果分析における社

会的費用の取り扱いを明確化し、国内指針の

具体化に向けた基礎資料となる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 なし 

2.  学会発表 なし 

                

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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